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平成３０年度第一回ＩＳＯ上層委員会報告会
４月１６日（月）午後、港区三田の一般財団法人日本規格協会会議室において、平成３０年度第一回ＩＳＯ上層委員会報告会が開催されました。
１．＜第７１回ISO/TMB（技術管理評議会）報告＞　　経済産業省　産業技術環境局基準認証経済連携室長　松本　満男氏（TMBメンバー）→報告書より抜粋。
①任務
●ISO規格作成に関する簡易事務的事項

TC/SC/PCの設置・配置、議長任命、幹事国割当、ISO/IEC専門業務指針

の改定等

●ISO規格作成に関する戦略的事項


規格開発の効率化・迅速化、TC/SC戦略ビジネスプランの審議・承認、

TC/SC活動調整・モニタリング等

②メンバー

●TMB議長：Mr.Piet-Hein Daverveldt（オランダ）

●TMBメンバー（１５名）米国、英国、独国、仏国、日本、中国、スウエーデン、スイス、豪、ロシア、韓国、ジャマイカ、ノルウエー、メキシコ、イラン

●ISO中央事務局　３名

●IEC中央事務局　１名

●オブザーバー：Ms.Sauw　Kook　Choy（次期TMB議長・シンガポール）

【議題３．２．１】プロジェクトマネジメントTF（TF11）の活動状況

＜背景＞
●TC/SC/WGにおいてタイムリーさと適切な役割分担を意識したプロジェクトマネジメントの実現をめざして２０１７年３月に設置。
＜審議内容・結果＞
●①目標期日どおり発行された規格の割合、②迅速型規格開発トラックの活用数増加、の２点をKPIとすることを承認

●管理機能の強化・関連情報の集約・To　Doリストの提供等、規格開発プラットフォーム（ISO　Project　Application）の改善を承認。
●下記２つのAdvisory Groupを設置することを承認。


１．Implementaion/Change Management Advisory Group


２．Project　Management Capacity Building　Advisory Group

●活動期限を２０１９年末までに延長することを決定。

【議題３．２．２】バーチャルによる規格開発TF（TF14）の活動状況

＜背景＞

●対面会合を実施せず、ITツールを活用して規格開発を効率化する新たな規格開発を効率化の仕組みを策定することを目的として２０１７年３月に設置。

＜審議内容・結果＞

●バーチャルによる規格開発手順を示したガイダンス文書のもと、２年間のパイロットプロジェクトとすることを承認。

●パイロットプロジェクトの候補になり得る新規案件の提示を要請。

●ISO中央事務局にパイロットプロジェクトに用いるITツールの検討を依頼。

●活動期限をパイロットプロジェクトが終了するまで延長することを決定。

【議題３．２．３】機械分野の調整TF（TF9）の最終報告

<背景＞

●２０１６年６月、複数の委員会にわかれている機械分野の規格開発を相互に調整し、活動の重複を避けるために設置

＜審議内容・結果＞

略

以下、題目のみ。

【議題３．２．４】UN　SDGｓ（持続可能な開発目標）のTF

【議題３．２．５】ISO/IEC/ITUの効果的な連携TF（TF15）の活動状況
【議題３．３．１．１】代替標準化TFの設置
【議題３．５．１】特許庁との合意文書の見直し

【議題３．５．２】ﾊﾟﾃﾝﾄﾎﾟﾘｼｰグループ（PPG）の最新情報

【議題４．３】ツイニング制度の見直し

【議題５．１．２】GOST　R（露）による監事の活動評価

【議題５．２．１】消費者保護（プライバシーバイデザイン）に関する新PCの設置

【議題５．３．１】新規分野の提案状況

【議題６．１．１】ロボット技術に関するISO/IECの設置提案

２．第１０５回ISO理事会報告　　　　　　　（一財）日本規格協会　国際標準化ユニット副ユニット長　　　若井博雄様
議題：

■販売政策アドバイザーグループ（CPAG）２月６日

■販売政策委員会（CSC/SP）２月２７日

■ISO理事会（ISO/CS）２月２８日～３月１日

■途上国政策委員会（DEVCO/CAG）３月１４日～１５日

Agenda:

1. Outlook on the global economy and international trade

2. Priorities and actions since last Council session

3. International Standards: Advancing the Global Agenda

4. Update on ISO General Assembly

平成３０年度　第二回　中央技能検定委員会

特級　光学機器製造

　平成３０年４月１９日（木）、新宿区のAPビル会議室に於いて、平成３０年度　第二回　中央技能検定委員会が開催されました。（株）トプコン、㈱ニコン、キヤノン（株）、オリンパス㈱の委員とともに、当協会からは、事務局長が出席致しました。

１．出題に関する審議（学科・実技）

２．代表確認依頼

３．次年度作題依頼

４．その他

「STOP！熱中症　クールキャンペーン」の実施について
（平成３０年２月２８日　基安発０２２８第４号）
(以下抜粋)

　厚生労働省職業安定局長名で、当協会会長宛てに、平成３０年２月２８日付にて、「STOP!　熱中症　クールワークキャンペーン」の実施について、基安発０２２８第４号文書を受領しました。　以下は、その抜粋です。

　これまで、職場における熱中症予防対策については、平成２１年６月１９日付け基発第0619001号「職場における熱中症の予防について」に基づく対策をはじめとして、毎年重点事項を示して、その予防対策に取り組んできたところであり、平成２９年においては「STOP!熱中症　クールワークキャンペーン」を初めて実施し、各防災団体等と連携して熱中症予防対策に取り組んできたところです。

　平成２９年の職場における熱中症の発生状況（速報値）を見ると、死亡者数は７月に１０人、８月に６人で、平成２８年の発生状況（確定値）と比較して計４人増加する結果となりました。死亡災害の発生状況を見ると、WBGT値（暑さ指数）計を事業場で準備していないために作業環境の把握や作業計画の変更ができていない例や、熱中症になった労働者の発見や救急搬送が遅れた例、事業場における健康管理を適切に実施していない例などが見られます。このようなことから、職場における熱中症対策がまだ十分に浸透していなかったと考えられ、熱中症予防対策の徹底を図る必要があります。
　平成３０年の本キャンペーンにおいては、職場における熱中症予防対策の浸透を図ることを目的とし、別添の「STOP！熱中症　クールワークキャンペーン」実施要綱（以下「要綱」という。）のとおり実施します。事業場におけるWBGT値の把握や緊急時の連絡体制の整備等の重篤な災害を防ぐ対策について、特に重点的に周知・啓発を関係団体等と実施します。

つきましては、貴会におかれましても、キャンペーンの趣旨を踏まえ、会員事業場に対し、その周知を図っていただきますとともに、各事業場において確実な取組がおこなわれますよう、特段のご配慮をお願いいたします。

第１３次労働災害防止計画の推進について
（厚生労働省発基安０３１９第３号）
 (以下抜粋)
　厚生労働省労働基準局長より、当協会会長宛に以下の協力要請がございました。以下に抜粋を記します。
　労働災害の防止につきましては、平素から格別の御協力を賜り深く感謝もうしあげます。

　さて、今般、労働安全衛生法（昭和４７年法律第57号）第６条の規定に基づき、２０１８年度を初年度とする第１３次の労働災害防止計画を別添のとおり策定し、３月１９日付けで公示したところです。
　１９５８年以降、これまで１２次にわたる労働災害防止計画により、国、事業者、労働者等の関係者が一丸となって取組を推進してきた結果、我が国の労働現場における安全衛生の水準は大きく改善してきました。一方で今なお年間１，０００人近くの方が労働災害で亡くなっている現実があり、過労死や職場におけるメンタルヘルス不調も社会問題となっています。また、化学物質による健康障害の防止や、疾病を抱えた労働者の治療と仕事の両立への取組など、取り組むべき多くの課題が残っています。
　第１３次の労働災害防止計画は、このような状況を踏まえ、労働災害を少しでも減らし、安心して健康に働くことができる職場の実現に向け、関係者が目指す目標や重点的に取り組むべき事項を定めたものです。本計画の趣旨を御理解いただき、計画の推進に特段の御協力を賜りますようお願いいたします。

リスク評価結果に基づく労働者の健康障害防止対策について　　　　　　　　（平成３０年２月２３日付基安発０２２３第２号）

平成３０年２月２３日付で、厚生労働省労働基準局安全衛生部長より、標記についての通知がございました。その概要は下記のとおりです。

　「化学物質のリスク評価検討会」において、ピリジン等５物質についてリスク評価を行い、先般その報告書を取りまとめたところです。報告書を踏まえ、下記のとおり労働者の健康障害防止対策について取りまとめましたので、貴団体の会員、傘下事業所等の関係に対し、周知くださいますようお願い申し上げます。
(http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000192703.html)










以上
平成３０年２月生産・出荷統計
	
	生　　産
	受　入
	出　　荷
	月末在庫

	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	販　売
	その他
	数　量

	
	
	
	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	

	デジタル

カメラ
	267,988
(0.85)
	12,297
(0.90)
	414,154
(0.83)
	251,047
(0.72)
	11,276
(0.78)
	389,413
(0.83)
	204,392
(1.02)

	フィルム

カメラ
	7,888
(1.25)
	7,801
(1.12)
	6,549
(0.76)
	9,241
(1.12)
	9,147
(1.02)
	6,549
(1.19)
	8,709
(0.66)

	交換レンズ


	261,117
(0.96)
	11,903
(1.00)
	115,980
(1.05)
	299,387
(0.93)
	14,223
(1.06)
	32,565
(0.83)
	451,865
(0.95)

	光学・精密

測定機
	29,113
(1.15)
	6,535
 (1.14)
	-
	27,918
(1.19)
	6,908
(1.10)
	-
	29,088
(0.98)

	光分析機器


	14,344
(0.79)
	20,026
(1.01)
	-
	15,440
(0.83)
	20,335
(1.00)
	-
	7,136
(1.19)

	測量機


	 5,411
(1.26)
	952
(0.85)
	-
	9,451
(1.02)
	1,650
(0.95)
	-
	6,160
(0.76)

	合　計


	  -    


	59,514
(1.00)
	-
	-

	63,539
(0.98)
	-
	-



(　　　)内は、前年度比

注1） 「受入」:調査期間中に工場または倉庫に次の事由により受入れられた製品の数量

（1） 他企業から購入したもの(輸入を含む)

（2） 同一企業内の他工場から受入れたもの

（3） 委託生産品及び委託加工品を委託先の工場から受入れたもの

（4） 返品(戻入れ)されたもの　

　注２）　平成２５年１月より「写真用品」「双眼鏡」「顕微鏡」は経済産業省データ削除により掲載不可
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